
 

 

 

 

基本計画 各論 
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 「将来都市像」の実現に向け、施策別の取組の方向性を示しています。

施策ごとに「令和９年度末にめざす状態（施策目標）」、「施策の主な方向

性」等について記載しています。  

 また、基本計画の参考資料として「関連する主な分野別計画」、「施策の

進捗状況を測る代表的な指標」等を記載しています。  

  

基本計画 各論の見方 

令和９年度末までに実現した
い状態（施策目標） 

施策ごとに本市がめざす姿や状
態等について記載しています。 

施策の主な方向性  

実 現 し た い 状 態 （ 施 策 目
標 ） の 実 現 に 向 け 、 第 ２ 期 基
本 計 画 の ４ 年 間 で の 取 組 の 方
向 性 と 取 組 内 容 を 記 載 し て い
ま す 。  

市民や事業者ができることの
主な取組イメージ 

実 現 し た い 状 態 （ 施 策 目
標 ） に 向 け 、 市 民 や 事 業 者
が で き る 取 組 （ 役 割 ） の イ
メ ー ジ を 記 載 し て い ま す 。  
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現状と課題 

本市における現状と第１期基本
計画の取組の成果、第１期基本計
画で残った課題等について記載し
ています。 
 
現状（取組成果）に対応した主

な課題が同じ番号で記載されてい
ます。 

関連する主な分野別計画 
関連する他施策の分野別計画 

本市が策定している分野別の計画
について、施策ごとに関連する計画
や他施策で関連する分野別計画をま
記載しています。 

施策の進捗状況を測る代表指標 

施策の進捗状況を測るために「代表指標」を設定しています。
毎年度実施している「施策評価」において、代表指標を中心に施
策の進捗について確認し、検証を行います。 
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 経営的施策は、１３の基本的施策を推進していくための土台となる持続

可能な行財政運営に関する施策です。  

行政課題が複雑化・多様化している中、それを解決していくためには、

基本構想にも掲げているように、多様な主体が協創しながら、取り組んで

いく必要があるとともに、必要となるサービスが継続的に提供できるよ

う、安定的な財政基盤や組織体制、効率的な業務環境を構築・維持してい

くことが重要になります。  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経営的施策 

令和９年度末までに実現した
い状態（施策目標） 

施策ごとに本市がめざす姿や状
態等について記載しています。 

施策の主な方向性  

実 現 し た い 状 態 （ 施 策 目
標 ） の 実 現 に 向 け 、 第 ２ 期 基
本 計 画 の ４ 年 間 で の 取 組 の 方
向 性 と 取 組 内 容 を 記 載 し て い
ま す 。  

現状と課題 

生駒市における現状と第１期基
本計画の取組の成果、第１期基本
計画で残った課題等について記載
しています。 

関連する主な分野別計画 

本市が策定している分野別の計画
について、施策ごとに関連する計画
をまとめています。 



  

Ⅰ 
 

スマートシティ・ＤＸ 
 

 

令和９年度（ 2027 年度）末 に  

めざす状態 
（施策目 標）  

デジタル技術やデータの活用による、 

スマートシティの実現に向けた取組が進んでいる 

 

施策の主な方向性 
 

(１ )利 便 性 の 高 い 市 民 サ ー ビ

スの提供 

 (２ )高度で効率的な行政事務

の実現 

 (３ )スマートシティの推進  

手続のオンライン化や窓口

のデジタル化等により、市民

の利便性や市民満足度の向上

につながる「書かない・待た

ない・行かない」市役所の実

現に向けた取組を進めます。 

 

 デジタル化を通じた業務の

見直しに加え、より高度な政

策立案につながるデータ利活

用環境や、生産性と効率を高

め多様な働き方を実現するデ

ジ タ ル ワ ー ク プ レ イ ス ※ 1 の

整備に取り組みます。  

 「誰一人取り残されない」

デジタル社会の実現に向け、

市民が安全にデジタル技術を

利用し、地域へ参画できる取  

組を進めるとともに、デジタ

ル 技 術 や デ ー タ の 活 用 に よ

り、地域課題の解決や新たな

価値の創出に取り組みます。 

 

現状と課題 
 

現状（取組成果）   主な課題 

①マイナン バーカード の普及促 進に より 、人口に対 す

る保 有率 は７６．９％（令 和５年 １０月末時点）と

なり 、マイナポータル ※ 2 を活用した３ ２手 続（令 和

５年 ３月 時点）の受付を開始し ました 。  

② 来庁 手 続 に お け る 利便 性 の 向 上 の た め、「 書か な い

窓口 」の一環 として 、一 部の窓口に窓口申請タブレ

ット を導 入しています。  

③ＲＰＡ ※ 3 やＡ Ｉ－Ｏ ＣＲ ※ 4 の導入 により、業務の  

効率 化を 進めていま す。  

④庁内Ｗｉ －Ｆ ｉの 整備や モバ イル パソコ ンの 導入 、 

ペー パー レスの 推進 等、デジタ ルワ ークプ レイ スの  

整備 に向 けた取 組を 進めて いま す。  

⑤人口動態 等の 統計情 報や 公共施設の 情報、古い風 景  

写真 のア ーカイ ブ等、オ ープンデータ ※ 5 の整 備を 進  

めて いま す。  

⑥市民が意 見を出し合 う機会として、参 加型合意形成  

プラ ット フォー ム ※ 6 を整備 して います 。  

 ① ② 多 く の 行 政 手 続 で 来 庁 が 必 要 と な っ て い ま

す。  

・デジタル技術を活用したまちづく りの具体的 な  

取組 を実践 する 必要が あり ます。  

③ ④ 紙 中心 の 業 務 ス タ イ ル か ら 脱 却 す る た め の 意

識改革や環境構築が求められま す。  

⑤⑥「誰一 人取り 残さ れない 」デジタル社会 の実現

に 向 け た 取 組 は 、 行 政 だ け で な く 事 業 者 や 市

民 の 参 画 等 に よ り 、 持 続 可 能 な も の と し て い

くことが必要です。  

⑥市民や事業者の地域参画を促す取 組や、より 参  

画し やすい 環境 の整備 が求 められます 。  

 

 

 

参考資料 
 

■関連する主な分野別計画  
スマートシティ構想 

 
 

※ 1 デ ジ タ ル ワ ー ク プ レ イ ス ： デ ジ タ ル 技 術 の 活 用 に よ り 、 生 産 性 の 向 上 や 業 務 の 効 率 化 、 多 様 な 働 き 方 を 実 現 す る 業 務 環 境 の こ と 。  

※ 2 マ イ ナ ポ ー タ ル ： 行 政 手 続 や お 知 ら せ の 確 認 等 が 可 能 な 、 政 府 運 営 の オ ン ラ イ ン サ ー ビ ス の こ と 。  

※ 3 Ｒ Ｐ Ａ ： Robot ic  P ro c es s A ut om at i on の 略 称 で 、 Ｐ Ｃ 等 の コ ン ピ ュ ー タ ー 上 で 行 わ れ る 単 純 /繰 り 返 し 作 業 等 を 、 人 の 代 わ り に 自 動 実 施

し て く れ る ソ フ ト ウ ェ ア の こ と 。  

※ 4 Ａ Ｉ － Ｏ Ｃ Ｒ ： Ｏ Ｃ Ｒ は 、「 Optica l Ch ar ac te r Re co gn iti on」 の 略 称 で 、 紙 の 書 類 を 読 み 取 っ て 解 析 し 、 文 字 デ ー タ 化 す る と い う 技 術 。

こ の 解 析 部 分 に Ａ Ｉ を 導 入 し 、 特 に 手 書 き 文 字 の 認 識 精 度 を 高 め た の を 「 Ａ Ｉ － Ｏ Ｃ Ｒ 」 と 呼 ん で い る 。  

※ 5 オ ー プ ン デ ー タ ： 主 に 国 や 地 方 公 共 団 体 が 保 有 す る デ ー タ の う ち 、 誰 も が 容 易 に 二 次 利 用（ 加 工 、再 配 布 等 ） で き る 形 式 、 ル ー ル で 公 開

さ れ た デ ー タ の こ と 。オ ー プ ン デ ー タ の 活 用 に よ り 、市 民 参 加・ 官 民 協 働 の 推 進 を 通 じ た 地 域 課 題 の 解 決 や 経 済 活 性 化 、行 政 の 高 度 化・ 効 率

化 、 透 明 性 ・ 信 頼 性 の 向 上 が 期 待 で き る 。  

※ 6 参 加 型 合 意 形 成 プ ラ ッ ト フ ォ ー ム： オ ン ラ イ ン で 多 様 な 市 民 の 意 見 を 集 め 、お 互 い に 議 論 し 、そ れ を 収 束 し て 政 策 等 に 結 び つ け て い く た

め の 機 能 を 有 し て い る オ ン ラ イ ン で の プ ラ ッ ト フ ォ ー ム の こ と 。  
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Ⅱ 
 

市民協働・公民連携 
 

 

令和９年度（ 2027 年度）末 に  

めざす状態 
（施策目 標）  

それぞれの強みを活かし、多様な主体との協創の

まちづくりが進んでいる 

 

施策の主な方向性 
 
(１ ) 参画と協働のさらなる  

推進 

 (２ ) 公民連携の推進   (３ ) さらなる推進に向けた  

職員意識や庁内連携の 

強化 

市民、事業者、教育・研究

機関等の多様な主体と目的を

共有し、互いの役割を尊重し

ながらまちづくりを進めるた

め、市政への参画機会のさら

なる拡大と協働の取組を推進

します。 

 

 地域課題の解決に向けて、

「生駒市協創対話窓口 ※ 1」を

活性化し、民間事業者等のノ

ウハウやアイデアを活用した

公共サービスの創出を推進し

ます。 

 市民・事業者との参画・協

働・公民連携の具体的実践に

向けた仕組みづくりや、職員

の一層の意識改革と育成に取

り組みます。 

 

 

現状と課題 
 

現状（取組成果）   主な課題 

① 市 政 研 修 会 等 で 市 政 に 関 す る 情 報 を 市 民 に 届 け る

等、 市政 への参 画機 会の拡 大に 取り組 んで います。 

②「生駒市 自治基本条 例」及び「参画と協働の指針 」

に基 づき 、参画と協働のま ちづくりへ の取組を進 め

ると とも に、取組 状況 の調査等を通じて 、市民協 働

がよ り効 果的に 進む よう努 めて います 。  

③公民連携 のワンスト ップ窓口である「生駒市協創対

話窓 口」等を 通じて 、公民連携 事例の創出に取り組

んで いま す。  

④ 公 民 連 携 の 実 証 実 験 の 提 案 数 や 事 業 化 件 数 は 増 加

傾向 であ り、地域 課題 を解決するものから、公共 サ

ー ビ ス の 利 便 性 向 上 に つ な が る も の ま で 幅 広 く 実

施し てい ます。  

⑤参画と協 働のまちづ くり研修を実施し 、職員の参画

と協 働へ の意識 醸成 に取り 組ん でいま す。  

 

 ①市政への関心 を高め るた めに、 市民や事業者等  

の参 画の 機会等 の環 境づく りが 必要で す。  

② 参 画 と 協 働 の 推 進 に 向 け て 、 市 民や 事 業 者 、 教

育・ 研究機 関等の意識向上が必要で す 。  

③ ④ 各 部署 で の 公 民 連 携 に よ る 取 組 が 創 出 さ れ る

よ う 、 連 携 事 例 を 発 信 し て い く 必 要 が あ り ま

す。  

③ ④ 事 業者 か ら 積 極 的 か つ 効 果 的 な 提 案 が 得 ら れ

る よ う 行 政 課 題 や ニ ー ズ に 関 す る 情 報 発 信 を

継続する体制が課題です。  

⑤参画と協働、公民連携に対する職 員の意識醸 成  

が必 要です 。  

 

 

参考資料 
 

■関連する主な分野別計画  
参画と協働の指針、公民連携基本指針 

 
 
 
 
 
 
 
※ 1 生 駒 市 協 創 対 話 窓 口 ： 民 間 主 体 と 行 政 が 、 対 話 に よ る 相 互 理 解 を 進 め 、ア イ デ ア を 出 し 合 い 、互 い の 強 み を 掛 け 合 わ す こ と で 、地 域 課 題

の 解 決 や 新 た な 価 値 を 協 創 す る た め に 設 置 さ れ た 提 案 窓 口 。  
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Ⅲ 
 

広報広聴・シティプロモーション 
 

 

令和９年度（ 2027 年度）末 に  

めざす状態 
（施策目 標）  

まちへの愛着・まちづくりへの共感が広がり、地

域に関わろうとする意欲が増えている 

 

施策の主な方向性 
 

(１ ) 情報発信による開かれた市政運営  (２ ) 広聴活動の充実 

市政や地域への理解と関心を高め、市民

等 に よ る ま ち づ く り へ の 積 極 的 な 参 加 を

促すために、市政情報や地域情報を発信・

共有します。 

 多 様 な 主 体 の 意 見 を 聴く 機 会 や 手 段 を 充

実し、市民ニーズを把握するとともに、政策

形成や事務・サービスの改善に反映します。 

 

 

(３ ) 「暮らす価値があるまち」としての 

都市ブランド構築 

 (４ ) 市域への来訪者誘引 

多様な主体と生駒の魅力を創出・発信す

る こ と で 、 そ の 価 値 が 継 続 的 ・ 複 合 的 に

人々に浸透する機会を増や し、「暮らす価

値のあるまち」として選ばれる都市ブラン

ド構築を目指します。 

 市域への来訪者を誘引し、地域イメージの

向 上や 関係 性の 構 築 に向 け た 効 果的 なプ ロ

モーションを実施します。 

 

 

現状と課題 
 

現状（取組成果）   主な課題 

①多様な 広 報媒 体に よ る 情報 発信 と 共有 を通 じ

て行政活動を可視化するほか、地域への興味・

関心を高め、行政・地域・市民相互のより良い

関係づくりをサポートしています。 

②パブリックコメント、住民説明会、市長懇談会

やティーミーティング、ワークショップ、アン

ケート等により市民の意向を把握し、市政への

反映に努めています。 

③いこまち宣伝部 ※ 1 やプロモーションサイト「グ

ッドサイクルいこま」等、地域との関わりをデ

ザインして、地域の協力者を増やしています。 

④生駒山や宝山寺、茶筌といった観光資源を活か 

し、市外からの認知獲得や来訪者増加につなげ  

ています。 

 ①②多様な主体とのコミュニケーションを充

実させ、行政運営に反映させたり、市民参

画につなげたりすることが必要です。 

①③「住む」「働く」「楽しむ」が満たされるま

ちへと転換する時期にあることを伝え、

その方向性に共感を広げることが必要で

す。 

③機能的な価値にとどまらず、心理的な価値

を軸にした情報編集によって、都市イメー

ジ を よ り 豊 か に 発 展 さ せ る こ と が 必 要 で

す。 

④観光資源だけでなく、日常生活を豊かにす

る活動を知ってもらい、来訪意欲や居住・参

画意欲につなげることが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※ 1 い こ ま ち 宣 伝 部 ： 生 駒 市 の 魅 力 を 発 掘 し 、 市 公 式 Ｓ Ｎ Ｓ や ウ ェ ブ サ イ ト で 発 信 す る 市 民 Ｐ Ｒ チ ー ム 。  
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Ⅳ 
 

行政経営 
 

 

令和９年度（ 2027 年度）末 に  

めざす状態 
（施策目 標）  

財政規律を維持しながら、社会や住民ニーズの変化

に対応できる仕事の進め方・働き方ができている 

 

施策の主な方向性 
 

(１ ) 持続可能な財政の運営   (２ ) ファシリティマネジメント ※ 1 の推進 

税 収 の 確 保 や 行 政 改 革 の 推 進 に 継 続 的

に取り組むことによって、社会経済情勢の

変 化 や 住 民 ニ ー ズ に 柔 軟 に 対 応 で き る 持

続可能な財政運営を維持します。 

 公共施設等総合管理計画に基づき、民間企

業等と連携し、公共施設の適正配置を進める

とともに、公共施設やインフラ施設の適切な

維持管理・長寿命化を図ります。 

 

(３ ) 情報公開による開かれた市政の推進  (４ ) 行政課題に対応できる組織・職場環境 

づくり 

市が保有する情報を適切に管理、公開

することにより、公正で開かれた市政の

推進を図ります。 

 複雑・多様化する行政課題に対応できる組

織・人員体制を構築するとともに、それぞれ

の 職員 がミ ッシ ョ ン 達 成 に 向け て能 力を 発

揮できる職場環境づくりに取り組みます。  

 

現状と課題 
 

現状（取組成果）   主な課題 

① 補 助 金 制 度 の 見 直 し や フ ァ シ リ テ ィ マ ネ ジ メ ン ト

の推 進等 、行財政改 革の取組を 進め て いま す。  

② 後 年 度 の 経 常 経 費 の 増 加 を 意 識 し た 事 業 設 計 や 市

債の 借入 れを厳選す る等の取組 から 、財政運 営は総

じて 健全 な状態を維 持していま す。  

③ 納 期 内 納 付 の 推 進 と 徴 収 率 の 向 上 に 向 け て 取 り 組

んで いま す。  

④生駒駅前 の公共施設 の機能集約や複合化 を中心 に、

公共 施設 の適正 配置 の 調整、検討を 進めて いま す。 

⑤ 市民 に 対 す る 説 明 責任 を 果 たせ る よ う、「 生 駒 市 情

報公 開条 例」に基づき、行政文書の 管理体制を 整備

し、 情報 公開制 度を 適正に 運用 してい ます 。  

⑥社会人採 用等の取組 を通じて、官民で活躍する専門

性の 高い 人材を 積極 的に採 用し、行政課 題の 解決に

向け て取 り組ん でい ます。  

⑦人材育成 基本方針 Ｖ・Ｍ・Ｖ (ビジ ョン ･ミ ッシ ョン ･

バ リ ュ ー ) ※ 2 を 軸 と し た 人 事 施 策 を 実 施 し て い ま

す。  

⑧時差出勤 、育児休業 の拡大 やテレワークの推進 等、

職 員 が 働 き や す い 職 場 環 境 づ く り に 取 り 組 ん で い

ます 。  

 ① ② 市 税収 入 の 増 加 が 見 込 め な い 中、 高 齢 化 に 伴

う 社 会 保 障 関 係 費 の 歳 出 増 加 や 、 公 共 施 設 の

更 新 需 要 の 増 加 に 加 え 、 新 た な 行 政 課 題 に も

対 応 で き る 財 政 運 営 を 行 っ て い く 必 要 が あ り

ます。  

③ 納 付 環 境 の 整 備 や 適 正 な 滞 納 処 分に よ り 、 納 期

内納 付を推 進す る必要 があ ります。  

④ 公 共 施 設 の 適 正 配 置 に つ い て 、 利用 者 等 と の 調

整を 含め 、計画的 に進めていくことが必要です。 

⑥⑦Ｖ・Ｍ・Ｖのより一層の 理解 ･実践が課 題で す。 

⑧ 職 員 の 成 長 や モ チ ベ ー シ ョ ン の 維 持 向 上 の た

め、さらなる柔軟な働き方、組織 全体の 心理的安

全性 の向上 が必 要で す。  

 

参考資料 
 

■関連する主な分野別計画  
中期財政計画、公共施設等総合管理計画、公共施設マネジメント推進計画・個別施設計画、 

公共施設保全計画、定員適正化計画、特定事業主行動計画、Ｖ・Ｍ・Ｖを軸とした人材育成基本方針、

障がい者任用指針 

 
※ 1 フ ァ シ リ テ ィ マ ネ ジ メ ン ト ： 公 共 施 設 等 （ 公 共 施 設 と イ ン フ ラ 施 設 ） に つ い て 、長 期 的 な 視 点 で 、 更 新 ・ 統 廃 合 ・ 長 寿 命 化 等 を 計 画 的 に

行 う こ と に よ り 、 財 政 負 担 を 軽 減 ・ 平 準 化 す る と と も に 、 公 共 施 設 等 の 最 適 な 配 置 を 実 現 す る こ と 。  

※ 2 Ｖ・Ｍ・Ｖ (ビ ジ ョ ン ･ミ ッ シ ョ ン ･バ リ ュ ー )：市 職 員 一 人 一 人 が 業 務 を 進 め る う え で 意 識 す る 、「 目 指 す ま ち の 姿（ ビ ジ ョ ン ）」「 使 命（ ミ

ッ シ ョ ン ）」「 大 事 に す る 価 値 観 （ バ リ ュ ー ）」 の こ と 。  
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